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要 旨

本論文は，我が国の簡易水道事業に注目し，統計資料からその現状を明らかにした．ま

た，現在国が進めている簡易水道事業の統合政策終了後の状況を予測し，今後の課題を整

理した．また，北海道においては統合終了後も多数の簡易水道が残ることを明らかにし，

給水人口の地域分布などを考慮した今後の持続的経営のための方策を検討した．
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１．はじめに

簡易水道事業は計画給水人口が１０１人以上５，０００人未満の小規模水道事業を指す．我が国の水

道普及率は約９８％に達しているが，この高い普及率を達成できたのは，全国津々浦々の小さな

集落にも簡易水道が整備されたためである．その普及を推進したのは，昭和２７（１９５２）年にス

タートした簡易水道事業に対する手厚い国庫補助制度であった．水道の普及は，水系感染症患

者の減少という効果を上げ，公衆衛生の向上に貢献した．また地方では，重労働の水汲み作業

から女性を解放したといわれている１）．

日本の総人口が減少に転じ，いよいよ少子高齢化時代が本格化するが，地方の自治体では数

１０年前から人口減少が都市部よりも先行して継続している．人口減少は料金収入減に直結し，

また，国や地方財政の悪化により職員の定数減，一般会計からの繰入金・国庫補助金の削減が

避けられず，施設の耐用年数が経過しても施設更新もままならない状況である．ヒト，もの，

金がない三重苦が今後益々加速する社会条件下にあって，一部の上水道事業を含めた小規模水

道事業の存続は大きな社会問題である．

このような状況を打破するため，国は簡易水道事業の統合政策を推進している．市町村の平

成の大合併との相乗効果もあり，平成１２（２０００）年頃から簡易水道事業体数は減少が継続して

いるが，未だに約３，０００の事業体が存在する．また上水道事業に統合されても，施設は簡易水

道当時のまま維持・運用されているケースも数多く，小規模の水道が消滅したわけではない．

水道事業は，人口密度の大きい都市部ほど経営が有利である．逆に，地方の小規模事業体ほ

ど経営が不利になる．しかし，地方は食糧供給基地としての役割を担っており，水道に限らず

地方のインフラ整備と維持は，その経営効率のみで評価すべきではない．

これまで，簡易水道事業については，単に小規模な経営効率の悪い水道という認識で捉えら

れてきた．しかし，自然環境，水源の特性，地域の産業構造と土地利用形態，歴史と伝統

等々，様々な背景が関与しており，その多様性は十分理解されていない．本研究では，統計資

料を用いて，簡易水道事業の現状と特徴を明らかにし，現在国の政策として推進されている統

合後の姿を推定し，特に北海道の簡易水道についてその持続的経営のための方策を検討するこ

とを目的とする．

２．研究方法

研究に使用したデータは，全国簡易水道統計２～１３），および水道統計１４～２２）である．また，全国

簡易水道協議会発行の記念史２３～２６）からもデータを一部引用した．

３簡易水道事業の現状と統合後の課題
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３．簡易水道の歴史と事業体数の推移

わが国の近代水道は，紆余曲折を経て明治中期になって漸く建設が始められたが，水道普及

の施策はなかなか農漁村には及ばなかった．しかし，大正時代には“簡易水道”と称する小規

模水道が自然発生的に作られた．長野県や北海道に記録が残っているが，当時は文字通り，簡

単な施設による水道という意味合いが強かったようである１）．

このような状況下で，昭和２１（１９４６）年１２月２１日に発生した南海地震によって水道施設に大

きな被害が出た．地盤沈下による井戸等の枯渇や塩水化で飲料水を奪われた人々のために，国

は昭和２２（１９４７）年から国庫補助を交付して水道復旧工事を進めることになった．さらに，厚

生省は“水系感染症防疫対策”を旗印に掲げて簡易水道国庫補助予算要求の理論展開を進め，

昭和２７（１９５２）年に簡易水道の国庫補助制度が創設された１）．

これを契機に，地方の小規模水道の建設促進が国の政策となり，前述のように普及率向上に

大きく貢献することになった．また，昭和３２（１９５７）年の水道法制定によって簡易水道も水道

法の適用を受けることになり，質的な向上が図られることになった．

その結果，図１に示したように昭和４３（１９６８）年度のピーク時には，簡易水道事業体は全国

で１４，２６３事業体，給水人口は約９８０万人に達し，同一自治体に多数の簡易水道が存在するケー

スも多くあった２～１３），２３～２６）．当時，非公営（自治会等組合経営，私営）事業体は５，７５２あったが，

その後公営事業体に吸収されるなどの要因によって次第に減少していく．近年の非公営事業体

数はほぼ横ばいである．それに対して公営簡易水道の事業体数は微減で推移していたが，平成

７（１９９５）年の市町村合併特例法，平成１９（２００７）年の簡易水道に関する国庫補助見直し政策

によって，事業体数は減少していく．

平成１１（１９９９）年から平成２２（２０１０）年にかけて，いわゆる平成の市町村大合併により地方

自治体数は，３，２３２から１，７２７に大きく減少した．その結果，同一自治体内に多数の簡易水道事

業が存在する状況が生じた．また多くの簡易水道が施設の更新時期を迎えたが，人口減，自治

体の財政悪化などにより次第に維持が困難になりつつある．一方で，これまで潤沢な資金が投

入された簡易水道については，国家財政の悪化により，従来の手厚い国庫補助制度の運用や地

方自治体の一般会計からの繰入が次第に困難となり，経費節減が避けられなくなってきた．

このような状況下で，厚生労働省は簡易水道の統合政策を平成１９（２００７）年度から開始し

た．統合政策が目指した効果は以下のような点にあった２７）．

１）水道施設の管理体制の効率化・強化

２）公営企業会計適用による経営状況の明確化（見える化）

３）水道料金体系の統一による料金負担の均てん化

余 湖 典 昭４

ｅｒ／北海学園大学工学部研究報告　　　１５０線／第４９号　本文マット／本文　，．／０００～０００　簡易水道事業の現状と  2021.12.08 10.40.01  Page 4 



４）会計一元化による会計事務処理の効率化

５）浄水場・配水池等の統廃合による効率化

６）緊急時体制の強化，水源の多元化によるバックアップ体制の強化

１）～４）はソフト面の，５），６）はハード面から期待された効果である．料金格差や簡

易水道の採算性の悪さなどにより統合作業は当初計画より遅れ，現在も進行中である．しか

し，令和２（２０２０）年度から国庫補助制度が変更になることもあり２８），図１に示すように，全

国の簡易水道事業体数はこの数年間で劇的に減少した．

図２には平成２０（２００８）年度と令和元（２０１９）年度の都道府県別の簡易水道事業体数を示し

た．この間，国が進めてきた簡易水道の統合政策は，全事業体数を７，１７２から３，０２７まで急減さ

せたが，その減少率は都道府県別にみると大きな違いがある．すなわち，北海道で２００弱の事

業体が，新潟県，山梨県，鹿児島県で１５０以上の事業体が残っている．１１年間の事業体数の減

少数は各県でまちまちであり，簡易水道の統合の進行速度は，各地域特有の事情が関連してい

るようにも思える．

本研究では，これらの簡易水道の実態を様々な点から明らかにするとともに，統合後の姿と

その後の課題に関して検討を加えたい．

図１ 簡易水道事業体数の経年変化（参考文献２～１３），２３～２６）のデータから作図）

５簡易水道事業の現状と統合後の課題
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４．簡易水道事業の現状

４．１．経営主体別の簡易水道事業体数と現在給水人口

前節で，簡易水道全体の事業体数の変化と現状について述べたが，ここではさらに踏み込ん

で，経営主体別に簡易水道事業の現状について述べる．統計では簡易水道事業の経営主体は以

下の７種に分類されている．

（１）県営（平成３０（２０１８）年度以降，対象事業体はない）

（２）市営

（３）町営

（４）村営

（５）一部事務組合営

（６）自治会等組合営

（７）私営

以上のうち（１）～（５）は公営，（６）～（７）は非公営の事業体である．すべて水道法

が適用される．しかし，国庫補助は原則として公営が対象で，非公営は対象外であるが，市町

村からの補助制度が適用される場合がある．

図３に，平成２０（２００８）年度と令和元（２０１９）年度の経営主体別事業体数の変化を示し

図２ 平成２０（２００８）年度と令和元（２０１９）年度の都道府県別簡易水道事業体数

余 湖 典 昭６
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図３ 経営主体別簡易水道事業体数の変化（平成２０（２００８）年度，令和元（２０１９）年度）

図４ 簡易水道事業の都道府県別現在給水人口（平成３０（２０１８）年度）

た．１０年間で市営，町営，村営の公営簡易水道事業体は半数以下に減少し，簡易水道同士や上

水道との統合が行われたことがわかる．しかし非公営簡水（主に自治会等組合営）の減少率は

小さく，経営主体によって統合の進行度合いが異なる．

次に，平成３０（２０１８）年度簡易水道事業の都道府県別現在給水人口を図４に示した．簡易水

道の全現在給水人口は平成３０（２０１８）年度に約２２０万人で，そのうち北海道が約３１万５千人を

占める．次に大きい山梨県と鹿児島県の約２倍であり，とびぬけて大きな値となっている．こ

れは後述するように，北海道では町営簡易水道が多いことが原因である．ほとんどの都道府県

で公営簡易水道の給水人口が大部分を占めているが，茨城県，石川県，静岡県などでは非公営

簡易水道の給水人口が比較的大きい．非公営簡易水道については後述する．

７簡易水道事業の現状と統合後の課題
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図５ 水道事業給水人口に占める簡易水道事業の割合（平成３０（２０１８）年度）

平成３０（２０１８）年度の水道事業全体に占める簡易水道の給水人口の割合を図５に示した．事

業体数が減少した影響で，最も大きい山梨県でも約１８％程度である．ただし後述するように，

上水道事業に統合されても，施設は依然としてそのまま利用されているケースも多く，小規模

水道が必ずしも消滅したわけではない．

公営と非公営簡易水道事業について，計画給水人口と現在給水人口の関係を示すと図６，図

７が得られる．地方の人口減少が顕著なため，公営，非公営事業共に，現在給水人口は計画給

水人口を大きく割り込んでいる事業体が多数ある．小規模になるほど給水人口の落ち込みが大

きくなる傾向があり，計画給水人口の半分以下となっている事業体が数多く存在する．公営と

非公営事業を比較すると，非公営事業は全体的に規模が小さく，かつ給水人口の落ち込みが大

きな事業体が多い．

以上のような状況から，非公営事業体は公営事業体以上に経営が厳しい状況にあるものと推

定される．

なお，公営簡易水道事業では，計画給水人口と現在給水人口が１：１の関係に近い点も比較

的多数存在する．これらの点には，簡易水道統合時に計画給水人口を現在給水人口に近い値に

下方修正して再認可を受けている事業体も含まれる．この場合，再認可と同時に施設のダウン

サイジングを伴っていなければ，給水人口に対して過大な施設を維持していることになり，給

水人口からは施設の実態が見えにくい状態になっている．

余 湖 典 昭８
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図６ 公営簡易水道事業の計画給水人口
と現在給水人口の関係（平成３０年度）

図７ 非公営簡易水道事業の計画給水人
口と現在給水人口の関係（平成３０年度）

簡易水道統合の最大の障害は，水道料金の格差である．令和元（２０１９）年度の統計による

と，公営の簡易水道については，大部分の自治体で水道料金は統一され統合準備を整えてい

る１３）．国の簡易水道統合政策の期限を横目で見ながら，ギリギリまで遅らせて，手厚い簡易水

道への補助金を利用しようとする地方自治体の戦略が見える．しかし，非公営簡易水道につい

ては，料金体系が未だに不統一で統合の準備が行われている気配がない．

公営と非公営簡易水道を原水の種類，浄水方法，使用管種等について比較してみる（図８～

１０）．非公営簡易水道では，地下水，伏流水を原水として消毒のみで給水している割合が８割

に達している．総じて良好な水質の原水を塩素処理のみで供給できたことが，非公営でも長年

存続可能であった大きな理由の一つであろう．管種は公営簡易水道では脆弱な構成であるが，

非公営では，さらに脆弱である．

今後，公営簡易水道の統合が進むと，都道府県によっては非公営簡易水道の存在が相対的に

大きくなる．簡易水道の議論において，非公営簡易水道は蚊帳の外に置かれることが多い．こ

れまでは住民の自助努力で維持されてきたが，人口減の影響で持続的経営が難しいことは明ら

かである．非公営簡易水道は統合政策の流れに乗り遅れている感がある．水道法が適用される

以上，公的支援を行い官民の差別なく統合の対象とすべきである．

４．２．上水道事業と比較した簡易水道事業の経営の実態

ここでは，人口と人口密度を用いて，水道事業の経営形態について考察する．

前述のように，水道事業の経営は人口密度の大きな都市部ほど経営は有利である．言い換え

れば，人の少ない地方の水道ほど経営は不利である．それ故，小規模な簡易水道事業に手厚い

９簡易水道事業の現状と統合後の課題
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図８ 原水の割合（水量ベース）

図１０ 簡易水道事業の管種構成

図９ 浄水方法の割合（水量ベース）

余 湖 典 昭１０
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国庫補助が行われ，国民皆水道が実現したのである．

簡易水道基本問題調査委員会の報告書２９）によれば，水道事業の経営状態は以下の４つに分類

される．

（１）完全独立型（給水人口３０～５０万人以上）：

完全独立採算型の水道経営が可能

（２）施設整備支援型A（給水人口１０～１５万人以上３０～５０万人未満）：

完全独立採算型の水道経営が可能であるが，過疎区域を含む場合は施設整備（４条予算）

の支援が必要．

（３）施設整備支援型B（給水人口２～５万人以上１０～１５万人未満）：

日常の維持管理は料金収入（３条予算）で可能だが，施設整備には支援が必要．

（４）福祉型（給水人口２～５万人未満）：

維持管理費，施設整備ともに支援が必要（簡易水道も当然この分類に入る）．

以上の経営条件の違いは，給水人口と給水人口密度によって決まると仮定し，両者の関係を

図示すると図１１が得られる．この図は，横軸に人口，縦軸に可住地人口密度（人口／可住地面

積）をとり，自治体ごとにプロットしたものである．上記４つの分類範囲を図に追記してあ

る．本来，この図は，横軸に事業体の給水人口，縦軸に給水人口密度をとって描くべきである

が，簡易水道統計の給水区域面積のデータは間違いが非常に多いため，定住人口と可住地人口

密度で示した．可住地面積と給水区域の違いはあるが，一自治体一水道の場合の図に近いと考

えることができる．

図中には北海道の自治体を四角のマークでプロットしている．この図から，現状でも完全独

立採算可能な水道事業体はごく一部に限られ（北海道では札幌市のみ），何らかの支援（国庫

補助や一般会計繰入金）が必要な事業体が圧倒的に多いことがわかる．また，小規模ほどデー

タのばらつきが大きくなり，人口密度の差が約３桁にわたる．北海道の自治体については，福

祉型に大部分の点が分布する．他の都府県と比較して，人口密度が小さな自治体が多く，水道

経営の視点から北海道の事業体は不利な条件に置かれていることが見てとれる．

図１１は両対数で書かれており，人口や人口密度が２倍になっても大きく点の位置は移動しな

い．すなわち小規模の事業体同士を統合しても経営形態が変化するほど大きな点の移動は生じ

ない．また大きな事業体が小規模事業体を統合しても，大きな事業体の点の位置はほとんど変

化しない．つまり，広域化の効果を考えると，小規模同士の統合は経営改善にならず，大規模

事業体が小規模を統合しても経営に大きな影響を与えない．以上のことは，簡易水道事業統合

の効果を考えるときに非常に重要な点である．つまり簡易水道の経営改善は，桁外れに大きな

１１簡易水道事業の現状と統合後の課題
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事業体と統合した場合のみ成立するということである．これは言い換えれば，桁外れに大きな

事業体が，小さな事業体の赤字を吸収し赤字を隠してしまうことに他ならない．しかし現実に

は，大都市の周辺には大都市あるいは中規模の都市が存在しており，大都市がいきなり町村の

小さな自治体と隣接している事例は少ない．したがって，これまで行われた簡水統合は，中小

の上水道事業と統合されている事例が多い２８）．そのため統合母体の負担が大きくなり，母体の

経営が悪化するケースが多く，旧簡易水道水に統合前と同等の補助を要望する事例が多く出て

きているのは当然の結果と言える２８）．このように，簡易水道の統合や，小規模事業体同士の広

域連携は，劇的な経営改善策にはなりえないが，事業の効率化，民間との連携など多方面のメ

リットがある．

経営改善・安定化を目指すならば，大都市を核として周辺の大・中都市の上水道事業を統合

することが最も効果的である．隣接していることで，ハード的な統合も可能で，水源の多元化

が容易であり，そのメリットは大きいが，大事業体ほど将来に対する危機感が欠如しており，

議論が活性化しない傾向がある．しかし，これまで地方都市で先行してきた人口減少が次第に

大都市でも本格化する．２０５０年，２１００年までを視野に入れると，大都市圏の人口の減少は避け

られない．大都市圏についても長期的構想を議論すべきである．

４．３．北海道の簡易水道事業の特徴

北海道の上水道事業と簡易水道事業について前出図１１と同様の考え方で作成した結果を図１２

に示す（平成３０（２０１８）年度のデータ使用）．ただし，横軸は現在給水人口，縦軸は給水人口

図１１ 水道事業の経営状態と自治体の人口，可住地人口密度の関係（２０２０年度）

余 湖 典 昭１２
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密度（現在給水人口÷給水区域面積）である．先に述べたように簡易水道統計の給水区域面積

に誤記が多いため，以下のような方法でデータの確認を行った．

平成２７（２０１５）年度から総務省により公営企業の経営戦略の策定が義務付けられた３０）．それ

を受けて上水道事業，簡易水道事業について経営戦略比較表が作成され，WEBで公開されて

いる３１）．経営戦略比較表には給水区域面積が記載されているので，統計値１２，２２）との比較確認を

行った．経営戦略比較表と統計値に違いがある場合にはGoogleマップにより地図上での面積確

認を行い修正した．修正された給水面積は，全２０７データ中４１データである．１００％正確とは断

言できないが，信頼性は向上したと判断される．

前出の図１１の結果と同様，北海道の水道事業の現状は，完全独立採算可能な水道は札幌市の

みで，他の事業は何らかの形で財政的な支援が必要な状態であることがわかり，実態をよく説

明している．しかし，図１２は，可住地人口密度を使用した図１１と比較して，給水人口が小さく

なるほど点のバラツキが非常に大きくなる．小規模水道の給水人口密度は最大３桁の差があ

る．このような傾向は，北海道に限らず全国的に見られる傾向である．小規模水道は給水人口

も給水人口密度も小さいので経営が困難と考えがちであるが，給水人口密度については上水道

事業の値を上回る簡易水道が多数存在する．このような大きな違いが表れるのは地形や産業構

造に起因するものと推定されるため，この点について検討を加えた．

北海道の簡易水道事業について，その立地条件から沿岸型，内陸型，沿岸―内陸型の３つに

分類して考えてみる．その根拠は，基幹産業である農業と漁業が立地条件に密接に関連してい

ると推定されるためである．

簡易水道のある地域を，Googleマップの航空写真で見ると，その事業体がどの型に該当する

図１２ 現在給水人口と給水人口密度の関係（平成３０（２０１８）年度，北海道）

１３簡易水道事業の現状と統合後の課題
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か容易に判断できる．分類したデータについて，給水人口密度のランク別事業体数を図示する

と，図１３が得られる．沿岸型の給水人口密度が大きく，内陸型が小さいことがわかる．沿岸―

内陸型はその中間にある．

沿岸型の給水人口密度が高い事業体は，後背地がない昔からの漁港が多く，海岸線に沿って

点在している．海に面しているため外部との連絡経路は沿岸の道路のみの事例が多く，給水人

口密度は大きいものの周囲の事業体との連携はアクセス上不利である．それに対して，内陸型

は主に農業地域であり，大きな給水地域面積を持っている．周辺とのアクセス方法には問題が

ないが，隣接する上水道事業給水区域よりはるかに大きな給水面積を持つこともあり，給水人

口密度が小さく配水管延長が大きくなり経営上マイナス要因となる．沿岸―内陸型は，上記二

つの型の中間的なもので，海に注ぐ河川に沿って，内陸から沿岸に向って細長い給水区域を

持っているケースが多い．

沿岸型と内陸型の典型的な簡易水道事業として，函館市と帯広市の給水区域を図１４，１５に示

した３２，３３）．函館市の場合は，山地が沿岸部に迫り平地が極めて少ない半島部（平成１６年に３町

１村を合併した地域）に，漁業を主産業とする集落が点在している．過疎化が進行している

が，給水人口密度は比較的大きい．それぞれが自己水源を有しているが，消毒のみは２か所で

他は浄水処理（主に緩速ろ過）を行っている．半島を横断する道路はあるが，函館市中心部か

らのアクセスは良いとは言えない．このようなケースでは，施設統合は非現実的であり，比較

的良好な水質の原水を有効利用し，かつ維持管理容易な体制整備が必要である．

帯広市には市街地南方の広大な畑地に簡易水道が整備されている，簡易水道の給水人口は上

水道事業の約５０分の一であるが，給水区域面積は約３倍に達する．上水道区域と隣接してはい

るが，事業効率が全く異なるため，簡易水道事業として経営されてきたものと推定される．給

図１３ 立地条件別給水人口密度の分布（北海道，簡易水道，平成３０（２０１８）年度）

余 湖 典 昭１４
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水区域が隣接しておりハード的な統合も不可能ではないと考えられるが，給水人口密度が小さ

く耐震性などの設計思想が異なる簡易水道と上水道事業の安易な統合は，逆にリスクを抱えか

ねない．また統合すると約２０％以上配水管延長が長くなるため，配水管理の見直しも必要にな

るであろう．このように極端に給水人口密度が異なる水道事業をハード的に統合することは，

デメリットも想定され慎重な検討が必要である．

以上のように，簡易水道事業には自然，産業などの条件が関係しており，給水人口密度のバ

ラツキの原因となっていることが明らかになった．

４．４．これまでの簡易水道統合の実態

厚生労働省は簡易水道の統合政策を平成１９（２００７）年度から開始した．すでに数字上は簡易

水道事業体が半減し，当初の計画よりも遅れてはいるものの，着実に統合が進んでいるように

見える．ここでは施設面から統合の実態を検証してみたい．

大部分の簡易水道は一つ以上の水源と浄水場を持っているため，統合による浄水場数の変化

を調べ統合の実態を探ってみる．図１６は簡易水道の統合が急速に進行した平成２２（２０１０）年か

図１４ 函館市の給水区域３２）

１５簡易水道事業の現状と統合後の課題
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ら平成３０（２０１８）年度までの，全国の浄水場数の変化を示したものである１６～２２）．浄水場数は，

簡易水道事業のもの，上水道事業のもの，両者の合計数をプロットしてある．簡易水道事業の

浄水場数は，簡易水道事業体数の減少とほぼパラレルに減少していくが，その減少分は上水道

事業の浄水場数の上昇分となって上積みされていくことが明らかである．すなわち，上水道事

業に統合された簡易水道事業の浄水場は，そのほとんどが上水道事業の浄水場として継続利用

されており，両者を合わせた浄水場の合計施設数はごく僅かしか減少していない．

以上の結果は，３．で記した簡水統合の目的の一つである「５）施設の統廃合による効率化に

よる経費節減」が必ずしも達成されていないこと意味する．そもそも多くの簡易水道は，近傍

に上水道の給水区域がないため，自前の水源を探して作り上げた小規模水道であって，既存の

水道が給水困難な地域に整備されている．したがって，管路の接続を伴う施設の統廃合が効果

を上げるケースは限定的で，多くの施設がそのまま存続するのは当然の結果と言えよう．

図１７には北海道の結果を示した１６～２２）．北海道の場合，事業体の減少数が少ないが，図１６と同

様の傾向が認められる．

簡易水道を統合すると手厚い国庫補助対象外となるため，小規模の上水道事業体ほど統合後

の水道経営は困難となる．特に，施設をそのままで経営統合すると，吸収した事業体は赤字を

全て被ることになる．繰り返しになるが，小規模な上水道や簡易水道は，前節で述べたように

独立採算経営は不可能である．上水道が簡易水道を統合するのは，財政的には上水道が簡易水

図１５ 帯広市の上水道給水区域図３３）

余 湖 典 昭１６
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道の赤字を補い，同一自治体の中で水道のサービスレベルを同じにすることを意味する．した

がって，吸収母体の上水道事業の規模が小さいほど，簡易水道統合による負担増は当然大きく

なる．最悪のケースは，簡易水道同士が統合して上水道事業に格上げになったケースである．

実態は何も変わらないのに国庫補助金が削減され，経営難に陥っている例もある．

国は，経営を圧迫する恐れのある旧簡易水道を統合した上水道事業に対しても，国庫補助制

度を継続しているが２９，３４），統合によって姿の見えなくなった旧簡易水道への補助制度の継続

は，現場にとって切実な要望であり，今後は長期的視点から補助制度の在り方を検討すべきで

ある．

５．簡易水道統合後の姿

５．１．公営簡易水道について

ここでは，公営簡易水道の統合が終了した時の姿を，平成３０（２０１８）年度の統計資料を用い

図１６ 簡易水道統合に伴う浄水場数の経年変化（全国）

図１７ 簡易水道統合に伴う浄水場数の経年変化（北海道）

１７簡易水道事業の現状と統合後の課題
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て推定してみたい．統合の目標は「一自治体一水道」とした．具体的作業は以下のとおりであ

る．

・上水道事業と簡易水道事業の両方を経営する自治体は，全て上水道事業に統合する．

・複数の簡易水道事業を経営する自治体は一つの簡易水道事業に統合する．

・統合により給水人口５，０００人を超える場合は上水道事業に移行してカウントする．

一自治体一水道体制とは，経営を一体化することで，施設統合には拘らない．この体制の実

現は，自治体が責任をもって住民に公平なサービスを保障することを意味する．水道行政が一

本化され，全自治体的な視野で水道経営を論ずることができると考えた．

私見ではあるが，水道料金統一のハードルをクリアして一自治体一水道を達成できないよう

であれば，次のステップである自治体の枠を超えた広域化や連携を議論する資格はないと考え

ている．つまり，一自治体一水道体制は，その後に想定される広域化等の準備段階として達成

されるべき目標である．

統合終了時の姿を計算すると表１の結果が得られる．すなわち平成３０（２０１８）年度現在，我

が国で２，５４７ある公営簡易水道事業は，一自治体一水道事業の方針で統合すると３０９事業まで激

減する．現在，複数の町営簡易水道事業のみ持つ自治体（町）２０１町のうち，統合により給水

人口が５，０００人を超えて上水道事業に移行するのは３４事業である．最終的には町営１６７，村営

１４２，計３０９事業の簡易水道が残ることになる．

北海道の公営簡易水道事業に対して同様の計算を行うと表２が得られる．北海道には町営

６２，村営１３，計７５事業の簡易水道が残る．また，都道府県ごとの統合結果を図１８に示した．我

が国の簡易水道事業の約４分の一が北海道に集中している．すなわち北海道では，一自治体一

水道として統合しても，７５の簡易水道事業（主に町営）が残り，簡水統合後の姿は他の都府県

と全く異なる．第２位が長野県の３３事業体（主に村営）で北海道の半数以下であるが，村営が

大部分を占めており，経営基盤の確保が特に問題になるものと考えられる．この背景には，そ

もそも北海道は九州の約２倍の面積を持ち，自治体数（特に町の数）が他県に比較して圧倒的

に多いことがある．加えて，平成の大合併（平成１０（１９９８）年度から２２（２０１０）年度）でも効

率的な合併が行われなかったことも要因となっている．すなわち表３に示すように，全国的に

は平成の大合併で自治体数が約４７％減少したが，北海道は約１６％の減少に止まった．

北海道は日本の面積の約２２％，可住地面積でも約１９％を占め，また自治体数は全国の約１０％

を占めており，平均的に見て一自治体当たりの面積が大きい．したがって，今後北海道におい

て更に市町村合併を進めようとしても，一自治体の面積が過大となり住民サービスの低下など

合併のデメリットが大きくなるケースが多く，これ以上の合併は期待できない．北海道では，

余 湖 典 昭１８
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表１ 一自治体一水道に統合後の姿（公営簡易水道事業，全国）

表２ 一自治体一水道に統合後の姿（公営簡易水道事業，北海道）

１９簡易水道事業の現状と統合後の課題
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図１８ RXX年度（簡水統合終了時）の都道府県別公営簡易水道事業体数

表３ 平成の大合併による自治体数の変化

簡易水道事業が数多く残ることを前提に水道政策を考えなくてはならない．

以上のように，一自治体一水道の方針で簡易水道の統合を行うと，北海道と長野県を除く都

府県では簡易水道の事業体数が劇的に減少する．実態としては旧簡易水道の施設の多くはその

まま利用されると思われるが，上水道事業が旧簡易水道の経営を支援する仕組みが出来上がる

ことになる．もちろん，規模の小さい事業体ほど簡易水道の統合によって経営が圧迫されるこ

とは容易に想像されるため，見えなくなった旧簡易水道に対する支援措置は引き続き必要であ

る．

５．２．非公営簡易水道について

非公営簡易水道は平成３０（２０１８）年度で未だに６５０事業あるため，統合が進まなければ相対

的に非公営簡易水道の割合が大きくなる．その内訳は，全国で自治会等組合営が５８９事業体，

現在給水人口が１５万人弱，私営が６１事業体，１万人弱である．自治体別に非公営簡易水道の事

業体数をまとめると表４が得られる．

余 湖 典 昭２０
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表４ 自治体別の非公営簡易水道事業体数（全国）

図１９ 都道府県別の非公営簡易水道事業体数（平成３０（２０１８）年）

非公営簡易水道の６５０事業体中５００事業体が市部に位置するが，事業体数は都道府県によって

大きく異なる（図１９）．特に市部の非公営簡易水道は，特定の自治体に集中して存在する傾向

がある．最も顕著なのは茨城県つくば市で，８５の非公営簡易水道（自治会等組合経営）があ

り，現在給水人口は約１５，０００人に達している．前述のように非公営簡易水道は同一自治体内で

も料金体系がバラバラで，統合までには大きな障害がある．しかし，市に存在する事業体をす

べて統合すれば一気に５００の事業体が減少することになる．

非公営簡易水道は，国庫補助制度が始まる以前から，あるいは国庫補助が行き届かなかった

地域で住民によって整備されていた水道である．人口減，高齢化，老朽化等の問題が顕在化し

ており，その経営も厳しい条件下に置かれている．繰り返しになるが，現在まで官に依存せず

自主的に運営してきた非公営簡水を，単に非公営という理由で統合政策の対象外とすべきでは

なく，非公営簡易水道の公的支援の充実と統合を進めていくべきである．

６．北海道における簡易水道統合後の課題

６．１．現状と統合後の事業体数

一自治体一水道への統合を進めた場合，北海道には突出して数多くの簡易水道事業が残り，

他の都府県とは違った様相となる．ここでは，北海道について，簡易水道の現状，統合後の

２１簡易水道事業の現状と統合後の課題
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姿，さらに将来的な人口減少の影響などについて検討する．

現状では，簡易水道事業の統合が進行途中のため，以下の４種類の経営形態の自治体が混在

している．

a）上水道事業のみ経営（簡易水道を持たない，あるいは統合済み）

b）上水道事業と簡易水道事業を経営（簡易水道未統合）

c）複数の簡易水道事業を経営（簡易水道未統合）

d）単一の簡易水道事業を経営（既に一事業に統合済み）

一自治体一水道の原則に沿って簡易水道事業を全て統合すると，a）か d）の分類に収束す

る．その場合，北海道の水道事業体の給水人口分布にどのような変化がみられるか，さらに今

後人口減少が進行した場合の給水人口分布がどうなるか，この２点についてまず検討する．

北海道の水道事業のうち，平成３０（２０１８）年度の現在給水人口を用いて簡易水道統合前後の

各事業の人口ランク別事業体数を求めると図２０と図２１が得られる．現時点（図２０）で，上水道

事業でありながら，給水人口５，０００人以下の事業体はすでに１７ある．５，０００～１０，０００人が２５，１

万から５万人が３５，５万人以上は１６事業にすぎない．一自治体一水道の方針で簡易水道事業を

統合すると図２１の状態に移行する．この図から，統合により．給水人口２，０００人以下の小規模

の簡易水道事業体数が大きく減少し，簡易水道事業体数は１１１から７５に減少する．しかし，小

規模の事業体が吸収されるだけなので，給水人口３，０００人以上の事業体数の分布には大きな影

響はない．なお，統合によって，給水人口が５，０００人を超えて上水道事業に昇格するのは４事

業にすぎない．３６事業体の減少は小さな数字ではないが，経営の厳しい小規模簡易水道が統合

されているので，吸収した事業体には経営上のメリットはなく，統合した事業体が赤字を補填

図２０ 北海道における水道事業の現在給水人口別分布（平成３０（２０１８）年度）

余 湖 典 昭２２
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することになるのが実態である．

さらに２０４５年度の状況を推定した結果が図２２である．２０４５年度の給水人口は，社会保障・人

口問題研究所３５）の２０４５年までの自治体別人口推計結果から求めた人口指数値に，各自治体の現

在給水人口（平成３０（２０１８）年度）を乗じて求めた．２０４５年度の給水人口ランク別の事業体数

の分布には以下のように大きな変化がみられる．

・人口減少の影響により給水人口２，０００人以下の簡易水道事業体数が増加

・同様の理由により，上水道事業の３６事業体が給水人口５，０００人以下となる．

・上記の５，０００人以下の水道事業の合計事業体数は１１６となり，平成３０年度の事業体数に近い数

まで逆戻りする．また給水人口１０，０００～５０，０００人の上水道事業体数が３分の２に減少する．

図２１ 北海道における水道事業の現在給水人口別分布（簡易水道統合後）

図２２ 北海道における水道事業の現在給水人口別分布（２０４５年推計値）

２３簡易水道事業の現状と統合後の課題
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以上のように人口減少が継続し，人口の少ない自治体ほど減少率が大きくなるため，２０４５年

には再び小規模事業体が増加する．特に給水人口が５，０００人を切る上水道事業は３６に上り，深

刻な経営難に陥ることが懸念される．給水人口５，０００人以下で上水道事業と簡易水道事業が混

在する事態は，恐らく他県でも生ずるものと推定される．上水道と簡易水道の枠組みの崩壊で

ある．

全国的に見ると，平成３０（２０１８）年度時点で，現在給水人口がすでに５，０００人以下の上水道

事業体が７７ある．現在給水人口５，０００～７，０００人には１０３，５，０００～１０，０００人に広げると１５９の上

水道事業体がある．２０４５年にはこの１５９の事業体の大部分が給水人口５，０００人以下になると予測

される．

このように，簡易水道統合を進めて事業体数を減らしても，今後は簡易水道に相当する上水

道事業が増えてくる．認可時の計画給水人口５，０００人を境界として固定している現在の制度

が，これからの時代には合わなくなっている．現在（あるいは将来）給水人口を重視して政策

立案すべき時代が来ているといえよう．

少なくとも２１００年頃までは日本の人口は減少し続けることは確実である．すでに現状でも給

水人口５，０００人を切る上水道事業が散見され，今後その数は確実に増加する．一方で簡易水道

事業の給水人口の減少も確実に進行する．簡易水道化した上水道に対する支援をどうするの

か，５，０００人という境界値をこのまま固持するのか，今後も一つの水道法ですべての水道事業を

コントロールするのか，等々検討すべき課題が浮き上がってくる．現在の水道に関する様々な

仕組みが，人口減少時代に対応できるか，真剣に検討すべき時期に来ていると考えられる．

６．２．事業体の地域分布

水道事業の経営改善の方策として広域化，あるいは広域連携が有効と言われている．国内に

は広域化の先行事例がいくつかあるが，具体的内容は事例によって大きく異なる．重要なこと

は，広域化は手段であって目的ではないということである．すなわち，持続的な経営が可能な

水道事業であるためには，何が重要なのか，地域に実情に応じて検討することが必要である．

比較的大規模な広域化（岩手中部，香川県，広島県など）の先行事例については，平野部で給

水地域が隣接している，既存の県営水道・用水供給事業団など広域化の幹となる組織がある，

事業体の数が少ないなど，それぞれの地域の特性が大きく関与している．また一県一水道など

の必要性も声高に言われることがあるが，広大な面積に多数の自治体がある北海道では現実的

な解決策とは思えない．北海道では人口分布にも大きな偏りがあるため，広域化や連携の方策

は一筋縄ではなく，また積雪寒冷地特有の要因も考慮に入れなければならない．そこで，ここ

では北海道の事業体の地域分布について検討を加えたい．

６．１で述べた現状（a）～d）の経営形態）を地図上に色分けして示すと図２３が得られる．一

余 湖 典 昭２４
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自治体一水道の原則で簡易水道を統合すると図２４となる．簡易水道統合によって北海道の水道

事業体の構成は上水道，簡易水道，空知地区の企業団末端給水の３種類に整理される．上水道

と簡易水道の分布はモザイク状に入り組んでいるが，簡易水道が集中している地域がいくつか

見られ，これらの地域の水道の将来経営が困難になることは容易に想像できる．なお，水道企

業団は１０団体あるが末端給水を行っているのは５団体でいずれも空知地区に集中している（詳

細は後述）．

６．１．で述べたように，２０４５年までの将来像を考えると，多くの上水道事業の給水人口が

５，０００人以下に減少するため，計画給水人口５，０００人による上水道事業と簡易水道事業の区分は

意味を持たない．そこで各自治体の現在給水人口で現状を塗り分けると図２５が得られ，２０４５年

度の給水人口推定値によって塗り分けると図２６となる．この図では人口５万人以上を最も濃い

青色で塗っている．４．２で述べた（図１１）施設整備支援型Bの下限値は２～５万人である．す

なわち，「日常の維持管理は料金収入（３条予算）で可能だが，施設整備には支援が必要」な

事業体である．その給水人口下限値の最大値である５万人を広域連携で核となることができる

事業体の最低レベルと考えた．

これらの図から，２０４５年には給水人口５千人以下の事業体がいくつかの地域に集中して分布

することが分かる．広域連携の核となりうる都市は，道央圏を除くと，函館，旭川，苫小牧，

帯広，北見，釧路しか残らない（後出表８）．仮にこれらの都市が中核都市として機能し，隣

接する自治体の水道と連携したとしても，数多くの自治体がとり残されることになる．

以上のことから，北海道の将来を見据えた広域化や連携の経営形態を議論する際には，以下

の４種類の地域別に考える必要がある．

１）道央圏（札幌を核とした人口密集地域，主に石狩振興局）

２）水道企業団が中心となっている地域（空知総合振興局，十勝総合振興局）

３）核都市（函館，旭川，苫小牧，帯広，北見，釧路）とその周辺事業体

４）小規模事業体のみが存在する地域（１）から３）に該当しない地区）

４地域の中で最も困難が予想されるのは４）である．現状で図２５，２０４５年には図２６で最も色

の薄い部分（給水人口５，０００人以下）がその候補地に相当する．２０４５年には北海道の半分以上

の地域が，簡易水道相当規模の事業体となる．その後も人口はさらに減少するため，水道事業

の生き残りの方策を考えるには，相当大胆な発想が必要になるであろう．

６．３．小規模自治体の役割

地方の人口が減少して都市部の人間の発言力が相対的に強くなると，「地方はお荷物」と

２５簡易水道事業の現状と統合後の課題
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図２３ 水道事業体の分布（平成３０（２０１８）年現状）

図２４ 水道事業体の分布（簡易水道統合後）

余 湖 典 昭２６
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図２５ 給水人口の分布（平成３０（２０１８）年）

図２６ 給水人口の分布（２０４５年推計値）

２７簡易水道事業の現状と統合後の課題

ｅｒ／北海学園大学工学部研究報告　　　１５０線／第４９号　本文マット／本文　，．／０００～０００　簡易水道事業の現状と  2021.12.08 10.40.01  Page 27 



いった扱いを受けがちである．地方の少子高齢化が顕著になって，商業地域の消滅，JRなど

の公共交通事業，医療や介護などの福祉サービスの負担増など，小規模自治体に対する風当た

りは強いものがある．公共サービスや商業活動は，人口密度が大きいほど経営効率が良いこと

は明らかである．

国や地方の財政が厳しくなって，特に簡易水道に対する国庫補助の削減を目的に，国は簡易

水道の統合，広域連携を強力に進めようとしてきた．しかし，小規模同士を統合しても経営効

率は劇的に向上しないことは前述のとおりである．企業会計を導入しても，赤字がなくなるわ

けではないが，あたかも自助努力が不足しているかの如き大都市目線の論調もみられる．しか

し，地方を大都市と同じ基準で評価することがナンセンスであり．地方の役割を広い視点から

評価することが重要である．ここでは，北海道の簡易水道事業普及地域の産業生産額について

触れ，地方の役割を再確認したい．

北海道のカロリーベースの食料自給率は１９８％で（平成３０（２０１８）年度），全国１位である．

その数字を支えている農業と漁業生産の小規模自治体の貢献度について考えてみたい．農業生

産額と漁業収穫量を，簡易水道統合後の状態に基づいて集計すると，表５のようになる３６，３７）．

給水人口ベースでは，簡易水道の地域は４．３％を占めているにすぎないが，農業生産，漁獲量

ともに全道の４分の一から５分の一程度が簡易水道を利用している小規模自治体で生産されて

いる．給水人口１万人以下に範囲を広げて計算すると，農業生産額，漁獲量とも貢献度は４０％

以上に跳ね上がる．つまり，給水人口・給水人口密度が小さく，水道経営に不利であっても，

第一次産業の担い手として日本の食糧確保に大きな貢献をしていることを忘れてはならない．

行政に限らず専門分野の縦割りで経営効率を考えると，大きな間違いを犯すことになる．

北海道の一次産業を守り持続的な経営を行うには，人材確保が不可欠である．今や，生活に

必須なインフラとして定着した水道は，都市部への食料供給を支えるインフラでもある．大都

市目線で評価せず，適切な支援体制を整えて小規模水道の持続的経営を支えるべきである．

表５ 小規模水道事業地域と一次産業

余 湖 典 昭２８
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７．北海道における水道事業の広域連携

７．１．連携の枠組みの考え方

６．２．で北海道における水道事業体の地域分布を，現状，簡易水道統合後，さらに２０４５年の推

計等の条件別に述べた．人口減少の影響は今後さらに深刻さを増すことは言うまでもなく，経

営の効率化が最重要課題である．その対応策として，広域化・広域連携が有効であると言われ

ている．ただしその具体的内容は，地域の多様な条件により影響を受けるため，様々な方式が

あることが，実績の積み上げとともに次第に認識されてきた．北海道については，広大な面積

を一つの連携枠として議論することは難しい．したがって，まず広域化・広域連携を議論する

枠組みをどのように決めるかが問題となる．

北海道庁は広大な面積に対応するため，行政区画を１４の振興局（旧支庁）に区分し，各中心

都市に振興局を設置してきた歴史的経緯がある（図２７）．振興局は地形や交通条件などにより

さらに細分化された地区に分けられて，様々な分野で強い連携が築かれてきた．例えば，空知

や十勝の水道企業団の構成は，自治体間の連携の歴史が強く影響している．そこで，水道の広

域化・連携について考察する際，振興局による地域分けを出発点としたい．

１４の振興局は，それぞれ一つの県に相当する面積を持っているが，人口・人口密度に大きな

違いがある．表６に行政や水道事業に関する情報をまとめた．この表には，一自治体一水道体

制に移行した場合の水道事業体数，平成３０（２０１８）年の給水人口と２０４５年の給水人口推定値な

どを合わせて示した．なお，２０４５年の給水人口は，国立社会保障・人口問題研究所の自治体別

図２７ 北海道の総合振興局，振興局

２９簡易水道事業の現状と統合後の課題
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人口推定値３５）を参考に，２０１８年から２０４５年の人口指数を算出し，２０１８年の給水人口に乗じて推

定した．

北海道全体の給水人口は，２０４５年までに平均７６％に減少するが，石狩の８９．４％から，最低は

４５．１％の檜山振興局で，人口指数に大きな偏りがみられる．給水人口割合を見ると，現時点で

石狩振興局が全道の人口の半分弱を占めているが，２０４５年に向けて割合は次第に上昇し，２０４５

年には５４％に上昇する．逆に，その他の振興局の人口割合は軒並み減少し，石狩振興局の１局

集中が加速する．以下に，振興局を４つに分類して特徴を述べる．

１）石狩振興局（道央圏）について

全道的に人口減少が進行する中で，石狩振興局（道央圏）は減少率が最も小さく，水道経営

上最も有利な条件下にあり，その中心は言うまでもなく札幌市である．札幌市は令和７

（２０２５）年度から石狩西部広域水道企業団からの受水を開始する予定であり，札幌市，石狩

市，当別町，小樽市が管路でつながる．また石狩東部広域水道企業団は江別市，千歳市，恵庭

市，北広島市，由仁町，長幌水道企業団への用水供給を行っている．現状でも，石狩振興局以

外の小樽市（後志振興局），由仁町，長沼町，南幌町（以上，空知振興局）が管路で連結され

ており，振興局よりも広い道央圏を形成している．

表６ 各振興局の自治体数，水道事業の現状と２０４５年推定値

余 湖 典 昭３０
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人口集中地域とはいえ，今後人口減少が徐々に進行していく．２０６０年の北海道の総人口は約

３２０万人に減少するといわれ，現在の約５２０万人から，札幌市の総人口に相当する約２００万人が

減少することになる３８）．したがって長期的には経営基盤は決して盤石とはいえない．

４．２で述べたように水道事業の統合は，大規模事業体同士であるほどスケールメリットが働

き効果が大きい．一般に大規模事業体ほど将来の安定経営に対する危機感が薄く，広域連携の

具体化が難しい面もあるが，札幌市の人口減少率が次第に大きくなっていく現実を直視し．札

幌市を核とした水道企業団の経営統合あるいは末端給水など様々な可能性を体力のあるうちに

検討すべきである．

２）空知総合振興局について

空知総合振興局には表７のように多くの水道企業団が設置されている．この地区は，北空

知，中空知，南空知に区分され，それぞれの地区内で産業等の分野での連携が行われ結びつき

が強い．企業団は，このような結びつきを背景にして昭和４０年代から設立され，空知管内２４自

治体中，１８の自治体が６つの企業団に参画している．この中で，西空知水道企業団は当初は新

十津川町と雨竜町で広域簡易水道３９）として設立されたものである．

表７ 空知総合振興局内の水道企業団

３１簡易水道事業の現状と統合後の課題

ｅｒ／北海学園大学工学部研究報告　　　１５０線／第４９号　本文マット／本文　，．／０００～０００　簡易水道事業の現状と  2021.12.08 10.40.01  Page 31 



空知地区の自治体で企業団に加入していない６自治体の内４つは，石狩平野の東側山間部に

位置する旧炭鉱町であり，平野部の自治体のほとんどが企業団に参画している．石狩平野は，

もともとは石狩湿原と呼ばれる大湿原地帯であったが，長い時間と労力をかけて土地改良事業

による農地開発を行った地域である．湿原地帯であったため，住民は長い間良好な水道水源を

確保できず，広域化が早くから実施された．現在，この地域の農業産出額は，水稲や野菜を中

心に１，０９３億円（平成３０年度）と全道の約９％を占める３７）．農業産出額では，十勝に次いで２

位となっている．しかし人口減少率が比較的大きく，２０４５年の給水人口を見ると，いずれも現

在の４０％程度に減少することが予測され，経営環境の悪化は免れない．空知地区の企業団は，

石狩川両岸の平野部にその流れに沿うように位置しており給水区域が隣接している．またこの

地域は，一般道，高速道，鉄道などの交通アクセスが極めて良好である．さらに道央圏に近い

メリットを生かせば民間との連携も比較的容易と考えられる．長期的視点に立って，企業団の

統合・連携を議論する場を今から設定し，人口減少に備える必要がある．

３）核都市（函館，旭川，苫小牧，帯広，北見，釧路）とその周辺事業体について

表８に各振興局の主要自治体の２０４５年の給水人口推定値を示した．いずれの都市も，２０４５年

まで人口が減少し，さらに２０４５年以降も減少することは確実であり，核都市の上水道事業も厳

しい経営環境に遭遇する．

道央圏以外で，２０４５年になっても広域連携の核都市となりうるのは，函館，旭川，帯広，苫

小牧，北見，釧路と考えられる（２０４５年に１０万人以上は維持できる）．この中で，十勝総合振

興局にはすでに帯広市を核とした十勝中部広域水道企業団（帯広市，音更町，幕別町，芽室

町，池田町，中札内村，更別村．水源：札内ダム）が用水供給事業を行っている．供給地域の

拡大，末端給水の実施，民間との連携など，将来に向けた生き残り策を検討すべきである．

ただしこれらの核都市が，各振興区内のすべての自治体と連携するのは不可能であり，現実

には隣接する自治体に限られる．最も進んだ形態としては施設あるいは経営の統合ではある

が，そこに至らなくとも共同管理・発注などによる効率化が可能であろう．また，核都市とそ

の周辺が連携することで，小規模事業体単独よりも民間の協力を得やすくなりうることも重要

なメリットである．

４）小規模事業体のみが存在する地域

日高振興局と檜山振興局には現在でも市がない．根室振興局，宗谷総合振興局，留萌振興局

はいずれも市がひとつあるが，すでに５万人を切っており，２０４５年には根室振興局，宗谷総合

振興局，日高振興局の給水人口が５万人以下となる（前出表６）．これらの５つの振興局は，

広域連携の核都市が存在しない地域に分類される．また，同じ振興局内でも地理的条件などに

余 湖 典 昭３２
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よって核都市と連携できない地域が出てくる．このような場合も核都市が存在しない地域と分

類される．

以上のように，北海道の１１振興局中，５つの振興局全てと，いくつかの振興局の一部が核都

市の存在しない地域に分類される．

図２８に，国立社会保障・人口問題研究所の人口推計データ３５）から，振興局別に２０２０年から

２０４５年までの総人口と労働人口の減少率を示した．総人口の減少率が大きい振興局ほど労働人

口の減少率が大きくなる．例えば留萌振興局は総人口が５０％減少し，労働人口は６０％減少す

る．加えて高齢化により医療や介護分野の人材確保が必要となるため，地元での人材確保が困

難になる．現在でも，道北，道東の自治体では新卒土木技術者の採用が困難になっており，技

術職の採用難は今後さらに厳しくなると思われ，民間との連携を抜きにして水道事業の持続は

考えにくい．

民間の力を利用するには，事業体が民間の受託しやすい事業，言い換えれば適正な利益が得

られる事業を準備しなければならない．核都市と連携できない地域は最も不利な条件下にあ

る．そのためには単独ではなく連携して受注額の大きな仕事を作ることが必要である．

表８ 振興局主要自治体の給水人口予測

３３簡易水道事業の現状と統合後の課題
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大きな事業体では，組織が大きいため水道部局が主体となって広域連携を進めていくことが

可能であるが，簡易水道の担当職員は少なく，技術職員は兼務で一人という事業体が多い．こ

のような条件下で，広域連携の枠組み作りをボトムアップで行うことは難しい．また，少子高

齢化が進行している地方自治体では，水道以外の国民健康保険事業，公立病院，老人保健医療

に一般会計から多額の繰入金が各特別会計に入っており，水道事業に対する危機感は相対的に

小さい．小さな事業体ほど，自治体内で水道の将来経営に対する危機感を共有し，財政や街づ

くり部局と連携した動きが重要になる．

７．２．自治体間の連携事業を考慮した水道事業の広域連携（試案）

（１）広域連携の歴史

時間を巻き戻すと，我が国の水道の広域化事業の推進の歴史は戦前までさかのぼる．大正８

年に設置された江戸川上水町村組合が最初の広域水道（市町村の行政区域を越えた広域的見地

から経営される水道）で，都道府県営の水道事業としては昭和１１年に神奈川県営水道が給水を

開始し，水道用水供給事業としては，昭和１７年に阪神上水道市町村組合（現阪神水道企業団）

が供給を開始している４０）．

戦後になって，広域水道は昭和４２年度の国庫補助制度設立や，昭和５２年度の広域的水道整備

計画を規定した水道法改正により多くの事業が創設された．この流れに乗って，北海道でも水

道広域化の検討は，すでに昭和４０年代に行われている．表９にその内容を示した４１）．

当時はまだ経済も人口も成長期で，計画の目的は水需要の増大に応えるための水量確保で

あった．各地域の中心都市を核とした広域化が検討されており，現在と発想は同じである．表

図２８ 振興局別総人口と労働人口の減少率の関係
（２０２０年から２０４５年の減少率）

余 湖 典 昭３４
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の右側には実現した企業団を記したが，石狩東部，石狩西部と十勝中部はダム建設（漁川ダ

ム，当別ダム，札内ダム）に時間を要し，創業までに相当の年月を要し，調査の半分以上は実

現しなかった．その理由は明らかではないが，高度成長期での計画であり，水源確保が難し

かったのかもしれない．あるいは危機感の欠如，自治体の枠を超えた連携に対する拒否感など

が障害となったのかもしれない．当時と比較すると，今や稚内，留萌，室蘭などは人口減のた

め核都市の役割を担うことが難しくなってしまった．これらの計画が実現していたならば，広

域化の実績が各地に蓄積されて，さらに進んだ広域連携が進行していたかもしれない．

例えば空知総合振興局は，大小２４の自治体を含む振興局であるが，１８の自治体が６つの水道

企業団を構成しているので，シンプルな構成となっており，今後の連携を考えやすい（前出表

７）．

前述のように，地方自治体にとって特に大きな問題は，医療，福祉，公共交通，産業，教育

などであり，水道に対する危機意識は必ずしも大きくない．しかしいずれの問題も，一自治体

ですべてを賄うのではなく，周辺自治体と連携して効率よく事業を展開する仕組み作りは喫緊

の課題である．ただし，小さな自治体が広域連携の仕組みを作ることは容易なことではない．

ではどのように対応すべきなのか，この点について次節で考えてみたい．

（２）自治体間の連携事業と水道事業

少子高齢化時代を迎えて，全国の自治体，取り分け小規模自治体の運営は，水道事業に限ら

ず様々な事業でますます今後厳しくなる．その対策の一つとして，自治体の枠を超えた広域連

携の必要性が叫ばれている．

このような動きを背景に，総務省の肝いりで，都市を中心とした広域連携事業がすでに二つ

スタートしている．水道事業の連携を議論する前に，これらの事業について触れたい．

一つは平成２１年からスタートした定住自立圏構想であり，もう一つは平成２６年からスタート

した連携中枢都市圏構想である．それぞれの構想は以下のように説明されている４２）（一部略）．

１）定住自立圏：

「中心市」（人口５万人以上）の都市機能と「近隣市町村」の農林水産業，自然環境，歴

史，文化など，それぞれの魅力を活用して，相互に役割分担し，連携・協力することによ

り，圏域全体で必要な生活機能を確保し，地方圏への人口定住を促進する政策．

２）連携中枢都市圏：

相当の規模と中核性を備える圏域の「中心都市」（人口２０万人以上）が近隣の市町村と連携

し，人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持す

るための拠点を形成する政策．

３５簡易水道事業の現状と統合後の課題
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定住自立圏の形成は，まず地域の核となる都市が「中心市」になることを宣言する．次に中

心市は近隣市町村と１対１の協定を締結することを積み重ねて圏域を形成する．

連携中枢都市圏の場合も，政令指定都市あるいは中核市が「中心都市」になることを宣言す

る．中心都市は近隣の市町村と１対１の連携協約を締結し，互いの協議によって連携中枢都市

圏ビジョンを作成することが必要である．

定住自立圏や連携中枢都市圏が形成されると，地方交付税の財政措置が行われる．すでに定

住自立圏は全国で１２９圏域，連携中枢都市圏は３４圏域形成されている４２）．北海道の取組状況は

図２９の通りである４３）．

この図から．定住自立圏の枠組は，これまでの行政の枠組みや自治体間の交流の歴史が決定

要因になっていることがわかる．すなわち，定住自立圏が振興局そのもの（たとえば十勝定住

自立圏＝十勝総合振興局，南北海道定住自立圏＝渡島総合振興局＋檜山振興局，など），ある

いは振興局を分割したもの（例えば，胆振総合振興局＝東胆振定住自立圏＋西いぶり定住自立

圏）などがあり，振興局の影響を強く受けている．振興局の境界を超えた自治体は，北・北海

道中央圏域に組み込まれた枝幸町，浜頓別町，中頓別町（以上宗谷振興局），西興部村（オ

ホーツク総合振興局）の４自治体のみである．なお，枝幸町，浜頓別町，中頓別町は，北・北

海道中央圏域定住自立圏にも登録されている．定住自立圏の連携検討項目として，医療，介

護，福祉，教育，産業振興，環境，公共交通，ICTインフラ整備・利活用，交通インフラ，地

産地消，交流・定住，職員研修・人事交流など多くの項目があるが，水道に関する項目を上げ

ている圏域は少ない．

また，図２９には札幌市を中心都市としたさっぽろ連携中枢都市圏も色分けされている．文字

通り北海道の中枢としての役割を担う圏域であり，石狩振興局を中心に，後志振興局，空知総

合振興局の一部を含んでいる．

定住自立圏も連携中枢都市圏も，人口５万人あるいは２０万人以上の都市がない地域では形成

できない．すなわち，地図上に白紙の地域がどうしても残ってしまう．このような地域を対象

として，北海道は市町村連携モデル事業（平成２７（２０１５）年度～令和元（２０１９）年度）４４）と広

域連携加速化事業（令和２（２０２０）年～実施中）４５）を立ち上げた．ただし，いずれも５年間の

時限事業であるため継続性に問題があり，連携の枠組みが変化している事例もある．また，定

住自立圏と全く同一の，あるいは一部が重複した自治体構成で事業が行われている例もあり，

連携の枠組みが定まっていない．連携の取組項目にも地域によって大きな違いがあり，地域に

よる温度差を感じざるを得ない．しかしながら，各自治体が自らの意思で形成した連携であ

り，様々な過去の経緯を踏まえた現実的な連携と考えてよい．

６．２で，給水人口の予測データをもとに北海道内の水道事業体を下記の４種類の地域に分け

た．

３７簡易水道事業の現状と統合後の課題
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１）道央圏（札幌を核とした人口密集地域，主に石狩振興局）

２）水道企業団が中心となっている地域（空知総合振興局，十勝総合振興局）

３）核都市（函館，旭川，苫小牧，帯広，北見，釧路）とその周辺事業体

４）小規模事業体のみが存在する地域（１）から３）に該当しない地区）

この考え方を頭に置きながら，北海道でこれまで行われた４つの広域連携事業（連携中枢都

市圏，定住自立圏，市町村連携地域モデル事業，広域連携加速化事業）をまとめて示すと表１０

が得られる．表の右側には，連携事業の枠組みを参考にして考えた水道事業の広域連携の枠組

みの試案とその分類を示した．

試案の作成方針は以下のようである．

北海道では１５の定住自立圏が形成されている．定住自立圏を構成する自治体数は全国平均で

約５市町村と報告されており４６），多くなると合意形成が難しい，あるいは中心市の負担が大き

くなることが危惧される．北海道では，十勝定住自立圏が１９市町村からなり全国最大であり，

南北海道定住自立圏が１８町村で続いている．そこで，市町村連携地域モデル事業，広域連携加

速化事業や水道企業団の構成を勘案して，可能な場合には定住自立圏を分割して連携の枠組み

を検討した．この場合，前提として，出来るだけ連携事業の自治体構成を尊重することと

図２９ 北海道の連携中枢都市圏，定住自立圏構想の取組状況４３）

余 湖 典 昭３８
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し，１０自治体を超える場合には分割を検討することとした．

表中の分類A～Eの記号の意味は下記のとおりである．

A：大都市や企業団を中心に連携

B：核都市を中心に連携

C：核都市を中心に連携するが，将来的に核都市の機能が低下するのでその対策が必要．

D：小規模自治体の連携

E：構成自治体数が多すぎるため，分割が必要

Aは，上記の１）石狩振興局（道央圏），２）空知・十勝総合振興局などに対応する．B

は，３）核都市（函館，旭川，苫小牧，帯広，北見，釧路）とその周辺事業体，Cは現時点で

は核都市となりうるが，将来的に人口減少によりその機能を果たせなくなる地域，Dは現時点

で核都市がなく小規模自治体で構成される圏域である．自治体数が多く分割の検討が必要圏域

についてはEを記した．

結論から述べると，これまで行われた広域連携事業の枠組みを利用することで，水道の広域

連携の試案を作成することができた．これまでの記述の繰り返しになる部分もあるが，以下に

連携案の概要を説明する．

さっぽろ連携中枢都市圏は札幌市を中心とした石狩振興局に，小樽市（後志振興局），岩見

沢市，南幌町，長沼町（空知総合振興局）を加えた圏域となっており，Aに分類した．小樽

市，岩見沢市等は，他の圏域で中核となる都市なので，水道の連携枠には入れず．石狩振興局

は，札幌市を中心に，石狩東部・西部の広域水道企業団との連携を強化する方向で検討すべき

であろう．前述のように，この地域は民間にとっても魅力ある市場であり，様々な連携の選択

肢が考えられ，道内では唯一コンセッション方式も可能な地域と考えられる．ただし，この地

域は当面の人口減少率が比較的小さいため，危機感を共有できるかが最大の課題である．２０５０

年以降の人口減少も視野に入れた長期的視点に立った議論を開始すべきである．

同じくAに分類したのは，空知総合振興局と十勝総合振興局の一部である．空知総合振興局

は，４圏域に分けられ，いずれの地域も水道企業団と対応しておりすでに広域連携が行われて

いる．前述のように，地の利に恵まれているので，今後は，人口減少に備えて４圏域の水道企

業団の再編や末端給水の拡大，民間委託などを，検討すべきである．

十勝総合振興局は，帯広を中心とした１市４町２村に用水供給している十勝中部広域水道企

業団が，十勝平野中心部に強固な連携地域を持っている．しかしその周辺部の連携が未検討で

ある．広大な平野部であり，末端給水や施設統合の可能性も含めて検討すべきである．

以上，Aに分類されるのは６圏域である．

３９簡易水道事業の現状と統合後の課題
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４１簡易水道事業の現状と統合後の課題
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２０４５年でも中心市の機能が継続できる定住圏をB，機能維持が困難になる場合をCと分類し

たが，Bが５地域，Cが８地域となる．また，Dは現在でも中心市がなく小規模自治体により

構成される圏域が１２ある．また分割が必要な圏域が４つある．これをいずれも２分割したと仮

定すると，圏域数は合計３５となる．

定住自立圏構想が，自治体自らその構成を決めるため自治体のエゴが優先する可能性がある

との批判もある．また，３５という圏域数はもっと減らすべきとの考え方もあるかも知れない．

しかし今は，まず議論の枠組みを作り行動開始することを優先すべき段階と考えられる．繰り

返しになるが，これまでの交流の実績など自治体間の親密度が連携を行う上で非常に重要なの

である．

以上のように，連携の枠組みについては一部未完成の地域もあるが，総務省，道庁の主導で

構想された自治体の広域連携構想に水道が便乗することが可能であることが明らかになった．

重要なことは，広域連携は自治体が自ら意思表示し，協定やビジョンによって連携の内容や目

的を公表していることである．

平成３０年に改正された水道法では，都道府県に水道事業者等の広域的な連携の推進役として

の責務が課せられた．しかし，上水道事業のみを対象とした単独の連携案を作成するには膨大

なエネルギーが必要であり，既存の連携と全く異なるネットワークが機能するとは思えない．

特に小規模事業体では，水道の専門技術職員が一人以下の事業体が多く（他の業務と兼務して

いる），実質的な議論は難しい．したがって，すでに構築された連携の枠組みに便乗して，医

療，介護，地域交通などの重要課題と同じテーブルに上水道を載せて，検討を開始することが

最も効率の良い方法と考えられる．

定住自立圏の中の検討項目として水道の広域化を取り上げて実現した例として，秩父地域，

北九州市，石川県などがあり４７），このような議論の進め方はレアケースではない．

北海道の場合，特にC，Dに分類された連携が小規模水道の持続的経営には重要であるが，

先に述べたように市町村連携モデル事業と広域連携加速化事業は５年間の期限付き事業で継続

性がない．また，連携項目も限定されており，残念ながら現時点では長期的視野に立った事業

となっていない．また，事務局を担当する自治体の負担を軽減する財政措置等の検討，あるい

は振興局や道もかかわるべきではないかとの議論もあり問題山積である４８）．

しかし，自治体間の連携が最も必要なのは小規模の自治体であり，水道計画は街づくりその

ものであり，インフラの将来整備計画と連携した計画立案が重要である．また，小規模自治体

では定員削減がすでに限界まで実施されているものの，さらに削減を要求される可能性があ

る．民間の力を利用することを考えなければならない．そのためにも，共同発注などの仕組み

により発注額を高くして，民間の力を利用しやすくする必要がある．

以上のように，現状では多々課題を有するが，中心都市がない地域の自治体間の連携こそ，

余 湖 典 昭４６
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北海道にとって最も重要な問題である．連携の枠組みを確定させるとともに，事業実施期間の

延長（恒久化），取り組み項目の充実などを進めるべきである．

７．３．広域連携で何を行うか？

前節で広域連携の枠組みの試案を作成したが，その枠組みの中で何を議論すべきなのかが最

大の問題である．前節で述べたA，Bに分類された圏域では，核都市や企業団が指導力を発揮

した議論が可能であり，地域の実情に合った選択が可能であろう．しかし，C，Dに分類され

た圏域では，違う発想の議論が必要ではないだろうか．この点について検討してみたい．

人口減少に悩む小規模自治体の本音を極端に言えば，水道をどこかの民間会社に丸ごと委託

したい，あるいは全て売って水道から手を引きたいというのが，本音ではなかろうか？しか

し，いつ事故が起きるかもしれない老朽化した（耐震性ゼロの）施設，多発する漏水事故，ど

こに埋設されているかもわからない配水管，見様見真似の浄水処理管理，壊れそうな取水・導

水施設，地域の高齢者に委託した検針作業等々，リスク満載の小規模水道を引き受ける企業な

どこの世に存在するとは思えない．

北海道の場合，簡易水道の統合は多くは地理的条件から経営統合にとどまり，施設の統合ま

で行われるケースは限定されるであろう．前述のように，全国の浄水場数の推移から見ても，

この傾向は全国的なものと推定される．

このような非常に厳しい状況下では，どんな広域連携を行っても簡易水道事業の黒字経営は

困難である．要は，水道施設を適正に管理しながら，可能な限り経費を削減するしかない．さ

らに，経費の削減とともに，省人力も重要である．小規模自治体ほど，現地での技術者の採用

が極めて困難な状況になるからである．

簡易水道事業の浄水方法を見ると，全国平均値で

約５０％（水量ベース）が塩素処理のみで，急速ろ過

と緩速ろ過が各 ２々０％程度である（前出図９）．し

かし，北海道では急速ろ過，緩速ろ過の割合が大き

くなる．その傾向は簡易水道事業統合後も大きな変

化はなく，消毒のみ，緩速ろ過，急速ろ過が各々約

３０％前後，残りが膜ろ過であり（図３０），北海道の

簡易水道では浄水処理の負担が大きい．これは表流

水を水源とする割合が高い（６５％）ことが原因であ

る．したがって，将来的には膜ろ過を中心とした維

持管理容易な浄水処理に入れ替わるとしても，当面

は専門知識を持った技術者が必要である．
図３０ 北海道の簡易水道の浄水方法の割合

（水量ベース）

４７簡易水道事業の現状と統合後の課題
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小規模自治体では（特に技術者の）定員削減がすでに限界まで実施されているものの，人口

減少によりさらに削減を要求される可能性があり，民間委託を前向きに考える必要がある．し

かし，北海道のように自治体間の移動距離が大きく，冬季間の交通の問題がある地域では，小

規模施設の維持管理業務は民間から見て利益の確保は極めて難しい．一般に，民間委託を行う

と経費が節減されるとの意識を持つ自治体が多いが，小規模水道の維持管理は民間会社にとっ

て受注するメリットはない．そのためには，発注者側で民間に対する市場を作る必要がある．

民間の力を借りるためには，発注額を大きくし，受注した企業が利益を確保できることが大

前提である．そのためには，広域連携によって複数の事業体による共同管理体制を作り，一括

で発注することになる．しかし，民間会社も分業化されており，水道事業の維持管理（浄水処

理，管路の維持管理，料金徴収業務など）をすべて一括で受注できる企業はない．浄水処理だ

けでも，処理方法や管理基準が事業体によってバラバラでは民間の負担が大きい．また特に簡

易水道の管路の維持管理については，管路の資産管理が的確に行われていないため事故等のリ

スクが大きすぎる．上水道に統合された場合，あるいは簡易水道に企業会計が導入されれば，

資産台帳が整備され道が開けるが，老朽管の更新が行われ公民間でのリスク分担の議論が可能

になるには，まだ相当な時間と資金が必要となるであろう．

発注規模を大きくするには，水道に限らず公営事業全般（公共交通，医療，介護など）を抱

き合わせて民間委託することも想定される．例えば，社員は住民の買い物サービスや送迎サー

ビスを行いながら，浄水場の定期点検や，スマートメーターによる電気・水道料金の検針業務

を担う．その他にも，様々な異種業種の仕事を一人の人間が担当する体制を考えていくことに

よって市場を作り出すのである．水道の維持管理業務が，事業費の大きな他の公共サービスに

相乗りさせてもらうという形態である．この場合，企業側もSPC（特別目的会社）を組織する

など受注の受け皿を準備しなければならない．随意契約による１０年以上の長期間委託体制を整

備すれば，小規模自治体と民間の公民連携が可能となるかもしれない．このような組織が全道

に何か所か設立され実績を重ねることによって効率化が図れる．

以上の提案は様々な分野から妄想と罵られ非現実的と批判を浴びるであろう．しかし，大都

市と同じような発想では小規模水道は維持できない．反発の中から，新たな発想が出てくるか

もしれない．発想の転換が求められる．

小規模自治体の最大の長所は，意思決定が早く縦割り行政の弊害も少ないことである．これ

までも様々な革新的な構想が小規模自治体で実現されてきた歴史に期待したい．

北海道の基幹産業である農業も少子高齢化の荒波をまともに受けている．多くの外国人研修

生が現場を支えているのが実態である．しかし，農業分野では今全く新しい手法が導入されつ

つある．スマート農業と呼ばれる，最先端のロボット技術やICTを活用して超省力・高品質生

産を実現する新たな農業である４９）．全国的な普及にはまだ時間を要するが，数多くの実証プロ

余 湖 典 昭４８
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ジェクトが実施され着々と実績を積み重ねている．これは農業界が旧来の枠を超えて，ICT関

連分野との協働に舵を切ったわけで，危機意識を行動の糧とした好例である．

水道界に話を戻すと，スマート水道という言葉が使われるようになって来たが，まだスマー

トメーターの印象が強い．しかし広域連携とはまさにネットワーク構築であり，その運営に当

たって水道施設全般のIoT化（Internet of Things）が必須であり，スマート水道は省人力を実現

できる有効な手段である．

自治体間の距離が大きく，冬季間の交通問題がある北海道では，水源，浄水場，配水池など

のリモート監視・制御は極めて有効で，その整備は民間委託の前提条件になるであろう．広域

連携の中で是非とも議論してほしい課題であり，国の補助制度の充実，業界あげての取り組み

が期待される．また，小規模水道のIoT化については，水道に限定せず他の分野と共同のネッ

トワークづくりが現実的であり，自治体全体のIoT化の中で議論されるべきである．

８．おわりに

本研究の結果は以下のとおりである．

（１）統計資料により簡易水道事業の現状の解析を行った．その結果以下の点が明らかとなっ

た．

・これまで行われた簡易水道の多くは経営統合であり，簡易水道は制度上見えなくなって

も，自治体内の小規模水道として存続していることが明らかとなった．したがって小規

模水道に対する財政的支援が引き続き必要である．

・大半の公営簡易水道事業では料金体系の統一が進み，統合の準備を終えているが，非公

営については統一作業と統合の進捗，いずれも公営より大幅に遅れている．今後，非公

営事業に対する支援あるいは統合を検討すべきである．

（２）「一自治体一水道」体制を目指した統合を行った場合の，簡易水道の事業体数を推定し

た．

なお，「一自治体一水道」のメリットと，統合結果は以下のとおりである．

・一自治体一水道体制によって，自治体が責任をもって住民に公平な水道サービスを提供

でき，水道行政が一本化され，全自治体的な視野で水道経営を論ずることができる．ま

た，その後に想定される広域化・広域連携に進む準備段階として達成されるべき目標と

考えられる．

・統合により全国の簡易水道事業体数は現状（平成３０年度）の２，５４７から３０９まで激減する

が，北海道と長野県については多数の簡易水道事業体が残ることが明らかになった．こ

れらの地域では，残った簡易水道事業体の経営を支援する方策を検討する必要がある．

４９簡易水道事業の現状と統合後の課題
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・２０４５年を想定すると，北海道では給水人口が５，０００人を切る上水道事業が増え，簡易水

道事業も給水人口が減少する．このため統合によって一度減少した小規模水道事業が再

び増加することが明らかになった．

（３）「一自治体一水道」体制となった北海道を例として，広域連携による枠組みを検討し

た．検討結果は以下のとおりである．

・現在給水人口および２０４５年の給水人口推定値を用いて，北海道内の水道事業の規模別分

布を明らかにした．

・道内主要都市や振興局別の給水人口（現状および２０４５年推計値），水道企業団などに関

する情報を整理し，広域連携の核となりうる都市の存在の有無，企業団の役割等を地域

別に検討した．

・以上の結果と既存の都市間連携事業の枠組みを利用して，水道事業の広域化の枠組みを

立案できることが明らかになった．

・北海道の水道事業の広域連携の枠組みの試案を作成し，地域ごとの課題を整理した．

・人口が少ない地域ほど人口減少率が大きく，今後深刻な人手不足が想定される，小規模

水道システムのIoT化を進めるとともに，発注を統合して事業費を高額に設定し，民間

の受注意欲を刺激する仕組みづくりが必要である．

本研究では，統計資料を解析することで，今まで「小規模」としてしか認識されてこなかっ

た簡易水道事業の現状を様々な視点から明らかにできたと考えている．しかし，人口減少が本

格化する今後を考えると，水道事業の持続的経営を維持するためには，きわめて多くの課題が

あることを改めて実感した．それは簡易水道のみではなく，将来的には大規模上水道事業体も

あてはまる．

今後，現在給水人口１００人以下の簡易水道や５，０００人以下の上水道事業が増加する．計画給水

人口と現在給水人口の大幅な乖離がすでに生じており，新たな人口減少時代に対応できていな

い．これまで，水道法が計画給水人口１０１人以上の水道事業に全て適用されてきたが，水道法

に定められた業務の一部が，小規模水道には大きな負担になっているという声も聞く．広域

化・連携が進むと，実態は変わらなくとも，外からは小規模水道が見えにくくなる．国庫補助

制度などの見直しも必要になる．

２０５０年頃までの人口減少率は小規模自治体ほど大きくなるため，大規模事業体との経営実態

や危機意識の違いがさらに顕著になる．人口減少時代に対応できる，小規模に特化した水道法

の必要性を強く感じている．

余 湖 典 昭５０
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